
　　化学物質を使用した家庭用品は、便利さをも
たらすいっぽうで、健康被害や環境への影響も及
ぼします。日本では化学物質過敏症（ＣＳ）の発症
が増え続けており、厚生労働省は2009年に病名リ
ストとして「化学物質過敏症」を追加登録していま
す。ここ数年では、柔軟仕上げ剤や消臭除菌剤によ
る体調不良の訴えが相次ぎ、新たなＣＳとして問
題になっています。
　特に、成長期にある子どもたちに対しては、未然
防止の視点から化学物質の影響についての配慮
が必要です。生活者ネットワークは、1990 年代か
ら化学物質から子どもを守る提案を議会で取り上
げ、規制や使用抑制のしくみをつくってきました。

特に、都議会・生活者ネットの提案により、2002年
に実現した「東京都化学物質の子どもガイドライ
ン」の成果は大きく、「鉛編」「室内空気編」「殺虫
剤樹木散布編」「食事編」が順次策定され、現在も、
都内の公立学校や都立公園では、このガイドライ
ンに沿って子どもへの配慮が実施されています。
　香害については、健康被害の声があるにもかか
わらず、国や東京都の対策は遅れています。柔軟剤
等による香害は、自分が使わなくてもほかの人の
衣類から成分の影響を受けてしまいます。また、給
食着のように共用する衣服があることから、小・中
学校での啓発も含めた対策の実態を生活者ネット
ワークとして独自で調査しました。
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　●   保護者会で隣の席のお母さんの香料が強くて気分不良となった保護者が保健室に来室してしばらく休むという事
例があった。

　●   制汗剤等の香料に過敏な生徒があり、保健体育の更衣時等の使用自粛と換気を呼びかけている。
　●   保護者が化学物質過敏症で、給食着や宿泊行事後の本人の衣類が洗濯できない。大量の印刷物を作成するＰＴＡの

役職や保護者会などの会議は協力できない旨申し出があった。
　●   現在着香製品の使用について自粛を呼びかけていない。認識不足であったと感じた。確かに、柔軟仕上げ剤など香り

がきついものもあり、児童の健康について考えていく必要がありそうだ。
　●   保健だよりで化学物質過敏症（特に香り）について周知したので保護者の反応をみてみたい。
　●   香害について申し出も特になかったので対応していなかったが、保護者が申し出しやすいように知らせる方法を検

討する。（化学物質過敏症があったら申し出てもらう。）  
　●   子供の給食着を洗った後アイロンをかけると、前週（あるいはその前）に同じ給食着を洗った家庭で使用した着香臭

が強く立ち上がってくることを感じている教員はいる。
　●   当市は「シックハウス防止に関する学校チェックリスト」があるので芳香材、消臭剤は使用禁止になっています。

※「学校保健における『香害』対策についてのアンケート調査報告」は、東京・生活者ネットワーク 
ホームページからご覧いただけます。　https://www.seikatsusha.me/reserch/pollution/

東京の公立小・中学校での
香害対策について調査しました
成分開示と実態調査、そして未然防止の視点での規制を
人工香料による化学物質過敏症＝香害をなくそう！
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香料に健康被害への声（アンケート調査自由記述より）

提案します 化学物質過敏症に苦しむ人をなくすために
ひとの健康と環境優先で化学物質使用への規制を強化
　● 東京都による香料による化学物質過敏症（香害）の実態調査を行う
　● 東京都化学物質の子どもガイドラインに香害を位置づける
　● 香害についての情報や使用自粛を自治体や教育委員会から発信する
　●  公立学校・保育園・幼稚園や公共施設での石けんの利用を拡大し、 

化学物質を含む洗浄剤の使用をなくす
　●  柔軟仕上げ剤、消臭剤等を「家庭用品品質表示法」の指定品目にする
　●  香料の成分表示を消費者にわかりやすい表記で行うことを義務づける

◆学校保健における「香害」対策についてのアンケート調査の概要
◇調査期間　2019 年 9 月～ 12 月（2020 年 2 月に追加 1 自治体）

◇調査方法　都内 25 自治体の生活者ネットワークから教育委員会に依頼し公立小学校・公立中学校に調査。
　　※一部自治体で私立中学校、義務教育学校、特別支援学校にも調査。
　　※一部自治体で生活者ネットワークが各学校に直接調査。

◇回答のあった自治体※

　江戸川区、世田谷区、豊島区、目黒区、杉並区、品川区、練馬区、中野区、狛江市、八王子市、日野市、府中市、

　町田市、多摩市、清瀬市、国分寺市、立川市、昭島市、福生市、東大和市、西東京市、国立市、調布市、小平市
　　※生活者ネットワークからの学校への直接依頼も含む。

◇回答学校数　全 642 校　

　　小学校　426 校　中学校 208 校　ほか（義務教育学校、特別支援学校、私立小・中学校）



　日本では、柔軟仕上げ剤や消臭除菌成分について表
示義務がなく、メーカーによる自主的な開示にとど
まっています。香料を放出して香りを長持ちさせるた
めに使われているマイクロカプセルや、香料には、欧
米では規制の対象になっている毒性の高い物質が使

われている可能性があると言われています。
　マイクロカプセルは、空中に飛散したり、他人の衣
類に移ることもあり、給食着や体操着の洗濯・着替え
による影響も含め、子どもたちが長い時間を過ごす学
校での対策は重要です。

　「学校等で、芳香剤や、清掃業務において香料を含む
製品を使用していますか」の質問に、「使用している」
と回答したのは176校（小学校114校、中学校61校、義
務教育学校1校）でした。それに対して「使用していな
い」と明確に回答したのは53校（小学校34校、中学校
19校）で、うちすべての小・中学校で「使用していない」
と回答したのは3自治体のみでした。
　内訳をみるとトイレ関係が多く、ほかに洗濯洗剤や
柔軟剤の使用もありました。トイレについては、老朽

化による悪臭対策として使用していることも考えら
れます。「きれいなトイレづくり」は、子どもたちの生
活環境整備として重要とも言われており、配管の修繕
などの対策とも併せ、化学物質を使わなくてもよい校
舎づくりが求められます。
　生活者ネットは、人にも環境にもやさしい石けんの
利用を給食食器の洗浄として提案していますが、香害
対策としても有効であることを再認識し、さらに力を
入れていきます。

　「学校で児童生徒や保護者等から香料による健康被
害の相談や使用自粛の要望がありますか」の質問に
は、11自治体で「相談等がある」学校があったという
回答を得ました。学校数としては19校（小学校10校、
中学校9校）と多くはありませんが、未然防止の視点か
らは全体の問題として捉える必要があります。
　また、生活者ネットワークには、この調査以外にも、
「学校に行っても対応してもらえない」「学校には言
い出しにくい」「他の保護者の手前、言えない」といっ
た生の声も寄せられており、個人の問題としてではな
く、化学物質過敏症という社会課題として訴えていか
なければなりません。

　「児童生徒及び保護者や地域関係者に、強い香りの
着香製品の自粛をポスターやホームページで、啓発し
ていますか」の質問に、「している」と回答があった学
校はわずか24校（小学校14校、中学校10校）のみでし
た。「教員や職員など学校関係者」への使用自粛の呼
びかけの質問では、「している」が85校と増えますが、
常識やマナーの問題としての啓発にとどまっている
学校も多く、これでは化学物質過敏症の理解や防止に
はつながりません。子どもたちへの啓発も、同様に生
活指導としての観点から行われていることがみてと
れます。

　都内では、生活者ネットワークの提案により保健所
や消費者センター等からの発信として啓発チラシ・ポ
スターを作成している自治体があります。世田谷区の
ようにマイクロカプセル（化学物質のつぶ）やシック
ハウス症候群の視点での情報発信を求めていきます。

「香り長持ち」は、なぜ香害につながるのか

調査結果から
子どもや保護者への使用自粛を呼び掛けている学校はわずか4％（回答中）

～化学物質過敏症対策としての啓発を早急に

世田谷区が作成した小学生向け啓発チラシ
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学校での芳香剤香料を含む洗浄剤などの使用をなくそう

子どもや保護者、学校関係者からも健康被害の声が

せっけんの利用拡大とトイレ整備で健康優先の校舎づくりを

東京都は早急な実態調査と国への働きかけを

国に成分開示の要望書を提出しました
　東京・生活者ネットワークは、2020年7月30日

に「柔軟仕上げ剤などに含まれる香料の成分表示

等を求める要望書」を厚生労働省、消費者庁、経済

産業省、環境省、文部科学省など政府関係機関に提

出し、本調査報告書とともに現状を訴えました。
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地域政党東京・生活者ネットワークとして、内閣総理大臣ほか国の
関係省庁に対し、「香害」をなくすため、「成分表示の義務化」など
を求める要望書を提出。2020年7月30日
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　●   保護者会で隣の席のお母さんの香料が強くて気分不良となった保護者が保健室に来室してしばらく休むという事
例があった。

　●   制汗剤等の香料に過敏な生徒があり、保健体育の更衣時等の使用自粛と換気を呼びかけている。
　●   保護者が化学物質過敏症で、給食着や宿泊行事後の本人の衣類が洗濯できない。大量の印刷物を作成するＰＴＡの

役職や保護者会などの会議は協力できない旨申し出があった。
　●   現在着香製品の使用について自粛を呼びかけていない。認識不足であったと感じた。確かに、柔軟仕上げ剤など香り

がきついものもあり、児童の健康について考えていく必要がありそうだ。
　●   保健だよりで化学物質過敏症（特に香り）について周知したので保護者の反応をみてみたい。
　●   香害について申し出も特になかったので対応していなかったが、保護者が申し出しやすいように知らせる方法を検

討する。（化学物質過敏症があったら申し出てもらう。）  
　●   子供の給食着を洗った後アイロンをかけると、前週（あるいはその前）に同じ給食着を洗った家庭で使用した着香臭

が強く立ち上がってくることを感じている教員はいる。
　●   当市は「シックハウス防止に関する学校チェックリスト」があるので芳香材、消臭剤は使用禁止になっています。

※「学校保健における『香害』対策についてのアンケート調査報告」は、東京・生活者ネットワーク 
ホームページからご覧いただけます。　https://www.seikatsusha.me/reserch/pollution/

東京の公立小・中学校での
香害対策について調査しました
成分開示と実態調査、そして未然防止の視点での規制を
人工香料による化学物質過敏症＝香害をなくそう！
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香料に健康被害への声（アンケート調査自由記述より）

提案します 化学物質過敏症に苦しむ人をなくすために
ひとの健康と環境優先で化学物質使用への規制を強化
　● 東京都による香料による化学物質過敏症（香害）の実態調査を行う
　● 東京都化学物質の子どもガイドラインに香害を位置づける
　● 香害についての情報や使用自粛を自治体や教育委員会から発信する
　●  公立学校・保育園・幼稚園や公共施設での石けんの利用を拡大し、 

化学物質を含む洗浄剤の使用をなくす
　●  柔軟仕上げ剤、消臭剤等を「家庭用品品質表示法」の指定品目にする
　●  香料の成分表示を消費者にわかりやすい表記で行うことを義務づける

◆学校保健における「香害」対策についてのアンケート調査の概要
◇調査期間　2019 年 9 月～ 12 月（2020 年 2 月に追加 1 自治体）

◇調査方法　都内 25 自治体の生活者ネットワークから教育委員会に依頼し公立小学校・公立中学校に調査。
　　※一部自治体で私立中学校、義務教育学校、特別支援学校にも調査。
　　※一部自治体で生活者ネットワークが各学校に直接調査。

◇回答のあった自治体※

　江戸川区、世田谷区、豊島区、目黒区、杉並区、品川区、練馬区、中野区、狛江市、八王子市、日野市、府中市、

　町田市、多摩市、清瀬市、国分寺市、立川市、昭島市、福生市、東大和市、西東京市、国立市、調布市、小平市
　　※生活者ネットワークからの学校への直接依頼も含む。

◇回答学校数　全 642 校　

　　小学校　426 校　中学校 208 校　ほか（義務教育学校、特別支援学校、私立小・中学校）


